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１．はじめに
　産総研の第3期がスタートして、半年近く経ちまし

た。研究所のミッションを、「21世紀型課題の解決」、

「オープンイノベーションのハブ機能の強化」としま

した。前者については、政府の新たな成長戦略も踏ま

えて研究戦略を策定し、実行に移しています。後者に

ついては、産業界、大学などとより出口意識を共有し

た緊密な連携の必要な時代に入りました。また、私自

身内外のいろいろな研究機関を訪ねてみて、世界的な

イノベーション競争における公的研究機関のハブとし

ての役割の重要性を再認識しました。本稿では、その

ことについて述べてみたいと思います。

２．新しい動き
　産業界や大学などとの連携の仕方に、産総研にとっ

て新しい形が加わりました。それは、技術研究組合に

産総研自身が参加できるようになったことです。2009

年の法改正で技術研究組合に参加する上での制約がな

くなりました。経済産業政策を受けて企業などが作る

組合に、これまで産総研は外部から協力する形で貢献

してきましたが、今後は、計画立案から研究実施、成

果の活用に至るまで、組合の一員として貢献できるこ

とになりました。産総研から研究員またはプロジェク

トリーダー、理事、専務理事など重要な人材が参加す

る組合がすでに8つあります。このうちの多くは、主

たる研究実施拠点が産総研内にあります。事業化だけ

でなく、わが国の産業競争力を維持強化するための知

的財産戦略、標準化戦略なども共有した、より戦略的

な取り組みが可能になったと思います。

① ステレオファブリック技術研究組合

② 太陽光発電技術研究組合

③ 技術研究組合BEANS研究所

④ 技術研究組合リチウムイオン電池材料評価研究セ

　 ンター

⑤ 技術研究組合FC－Cubic

⑥ 次世代レーザー加工技術研究組合

⑦ 技術研究組合次世代パワーエレクトロニクス研究

　 開発機構

⑧ 技術研究組合単層CNT融合新材料研究開発機構

　研究内容の詳細については、産総研ホームページを

参照してください。検討中のものがまだいくつかあり、

この数は今後も増えていきます。

　筑波大学、（独）物質・材料研究機構や産業界と産

総研が一体となって取り組んでいる世界的なナノテ

ク研究拠点「つくばイノベーションアリーナTIA－

nano」の形成も、近年にない大きなチャレンジです。

ナノエレクトロニクス、パワーエレクトロニクス、

MEMS、カーボンナノチューブ、ナノグリーン、ナ

ノ材料安全評価の6つの研究領域で、世界を先導する

ようなグリーンイノベーションが生み出されるものと

独立行政法人
産業技術総合研究所
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思います。数十社の企業、複数の大学の研究人材が集

結します。前述した技術研究組合の③と⑦と⑧は主に

このアリーナの中で研究が実施されます。大学院生や

企業技術者の教育と実習の場としての活用も予定され

ていますので、人材育成面でも貢献できるものと期待

しています。

　東広島市に建設中であった新中国センターが完成

し、2010年6月25日、地元の方々をはじめ多くの関

係者に祝福されて開所式を挙行しました。呉市にあっ

たときより敷地は狭くなりましたが、新センターは広

島中央サイエンスパークの一角を占めます。中国セン

ターはバイオマス燃料研究の世界的拠点と自負してい

ますが、連携・協力協定を結んでいる広島大学もすぐ

近くになりましたので、共同研究など効率的に進めら

れるものと思います。また国際協力機構（JICA）の

中国国際センターも同パーク内にあります。研究ユ

ニット長が東アジア・東南アジア諸国連合（ASEAN）

経済研究センターのアジア・バイオマスエネルギー研

究コアの代表を務めていることもあり、東南アジアか

らの研究、研修のための来訪者が多いのですが、その

受け入れにJICAのセンターに大変ご協力をいただい

ています。もともと中国地域は、バイオマス利用の機

運の高い地域ですので、世界に広がるオープンイノ

ベーションのハブとして、新中国センターが発展して

いく条件がさらに良くなったと言えます。

　産総研はもともと、企業との1対1の連携、複数企

業とのコンソーシアム的連携、そしてそれらに大学や

公設研との連携を絡めるなど、多様な産学官連携のス

キームを準備してきましたが、第3期はさらにその強

化と深化を図ることになります。限られた紙面では、

とてもそのすべてを紹介できません。関心のある方は、

ぜひ、第3期研究戦略（平成22年度版）をご覧ください。

３．オープンイノベーションは活性化エンジン
　私は、今年になってから欧州、シンガポール、べト

ナム、さらにはお隣の韓国を訪問し、大学や公的研究

機関の関係者と意見交換する機会を得ました。そして

日本においても、多くの国の政府指導者、公的研究

機関のトップの訪問を受けました。これらの経験を通

して私が強く感じるのは、世界は今や激しいイノベー

ション競争の中にあり、産学官の多様な参加者からな

るオープンイノベーションそのものが国や地域の成長

エンジン、活性化エンジンと目されているということ

です。

　グローバル化の流れは、経済の世界単一市場化を加

速するだけでなく、気候変動問題など世界規模の連携

なくしては解決不可能な課題も多く発生させています。

デジタル化の流れは、これまでいわゆる先進国と呼ば

れる国々で長年にわたって発達、蓄積されてきたもろ

もろの科学技術の進化、融合を促進し、既存の価値観

に安住することを許さなくなっています。遺伝子操作

などライフサイエンス分野の進展がもっと進めば、こ

の傾向はさらに強まっていくものと思います。このこ

とは、先進国、途上国を問わずイノベーションのチャ

ンスがあることを意識させるもので、世界的なイノベー

ション競争の要因になっています。わが国も慢心する

ことなくこの競争を勝ち抜く努力が必要です。

　最近、イノベーションハブとして世界的に有名な

ベルギーのIMEC（Interuniversity Microelectronics 

Centre）、 シ ン ガ ポ ー ル の A*STAR（Agency for 

Science, Technology and Research）を訪問しました。

IMECは1984年の設立以来、マイクロエレクトロニ

クス、ナノテクノロジー分野などの研究機関であり、

A*STARは2002年のシンガポールにおける省庁再編

により設立された同国最大の科学技術分野をリードす

る研究・教育機関です。両者に共通しているのは、研

究成果を自国の繁栄に生かすという目的以上に、世界

から有能な人材を集めて一大リサーチパークを形成す

ることをより重要な目的としているように見えること

です。知や人の交流を活発にし、それによって国や地

域の活性化を図ろうというもので、良い製品・事業を

創出して産業競争力強化に貢献しようというこれまで

の私たちの考えにはなかった、新しい考え方だと思い

ます。産総研が進めるオープンイノベーションは、言

うまでもなく産業競争力強化を最重要目的とします

が、新しい考え方の意味するところもよく認識して、

戦略的に推進していくことが社会への貢献をより大き

くするために必要だと思っています。
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バイオインフォマティクスが開くライフイノベーションの扉

はじめに
近年の塩基配列読み取り装置（シー

クエンサー）の劇的な速度向上（10年
前に比べ1,000倍以上）に代表される計
測技術の進歩は、ゲノム解析だけでな
く生命科学とその応用全体のあり方そ
のものを大きく変えつつあります。人
手による個別解析の限界をはるかに超
えたデータの洪水から、意味のある知
識を抽出するための情報技術がバイオ
インフォマティクスです。この特集で
は、バイオインフォマティクスによる
ライフイノベーションを目指した産総
研の活動を、データベース開発、創薬
を目指した応用研究、人材養成活動を
中心に紹介します。

ソフトウエアとデータベース
情報学的な理論・アルゴリズムに裏

打ちされたバイオインフォマティクス
は、ソフトウエアとデータベースとい
う形で生命科学に広く活用されます。
産総研では、ゲノム配列情報、タンパ
ク質構造情報、遺伝子発現情報、糖鎖
情報などさまざまな対象を解析するた
めのソフトウエアとデータベースを開
発しています。この特集では、ヒト遺
伝子のデータベースH−InvDB、デー
タベースの道標となるポータルサイ
トMEDALS、産総研ライフサイエン
ス分野の代表的なデータベースである
機能性RNAデータベースについて紹
介しています。これら産総研のデータ
ベースだけでなく内外のデータベー
スが蓄積する膨大な量のデータを活
用するには、データベースを単なる電
子百科事典に留まらせず、有用な情報
を取り出す仕組みが必要です。データ

ベースの活用法では検索により絞り込
まれた情報の取得が一般的ですが、バ
イオインフォマティクスのソフトウエ
アは、より高度な情報解析を提供する
ことを目的に作られています。データ
ベースに続いて紹介するワークフロー
技術による情報基盤の統合は、情報解
析技術が結実したソフトウエア群と
データベースが連携して動作し、意味
のある情報を計算機の演算によって抽
出することを目指しています。産総研
では、次世代シークエンサー配列デー
タに対応した情報解析、機能性RNA
の構造予測や情報解析、タンパク質立
体構造予測などで世界レベルのソフト
ウエアを既に多数開発しているので、
それらを活用した実用的なワークフ
ローを数多く生み出していきたいと考
えています。

創薬支援研究の展開
バイオインフォマティクスのライフ

イノベーションにおける大きな目標の
一つは、創薬を支援する技術を開発し、
その成果を社会に還元することです。
薬が標的とすべき生体内物質（タンパク
質など）の選定、標的物質に働く薬物（化
合物など）のスクリーニング、遺伝子発
現、代謝などの生体内ネットワークの
解析による副作用予測などで、バイオ
インフォマティクスを活用した創薬支
援技術が求められています。産総研 臨
海副都心センターには、バイオインフォ
マティクスの理論研究、ソフトウエア・
データベースの開発、創薬を支援する
実践的な研究、バイオインフォマティ
クスと連携した実験研究などを行う研
究者が集まり、数多くの成果を生み出

しています。福西主任研究員が紹介す
るタンパク質構造に基づく薬物のスク
リーニングは、その中でも最も重要な
技術の一つです。バイオインフォマティ
クスはライフサイエンスに貢献する技
術であるとともに、高度な情報理論に
基づく技術でもあります。津田主任研
究員が紹介する高速近傍探索法は、こ
れまでの技術では不可能だった、大規
模なリガンド結合部位比較を可能にし
ました。生命は個々の遺伝子が独立に
機能するのではなく、生体内のあらゆ
る物質が複雑に相互作用して構成して
いる複雑なシステムです。病気のメカ
ニズムの解明、万能細胞の操作性の向
上などのためには、生命をシステムと
してモデル化して解析し、その仕組み
を明らかにしていく研究が不可欠です。
堀本研究チーム長はシステム生物学に
よる生体内ネットワーク解析について
紹介します。

生命情報科学の人材養成
バイオインフォマティクス分野で

は、急速に膨らみつつある社会からの
ニーズに応え、教育・研究・開発を推
進する人材が不足しています。産総研
では、共同研究、技術研修生の受け入
れ、後述の生命情報科学人材養成コン
ソーシアムによる社会人を中心とした
研究開発人材の養成、連携大学院制度
を活用した大学院生の受け入れにより、
バイオインフォマティクスを担う人材
の養成にも力を注いでいます。

生命情報工学研究センター長

浅
あ さ い

井 潔
きよし

このページの記事に関する問い合わせ：生命情報工学研究センター      
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生命科学は、次世代DNAシークエンサー（塩基配
列読み取り装置）に代表される計測装置の急速な進展
により、仮説駆動型からデータ駆動型へ、その研究ス
タイルを大きく変えようとしています。わが国でも、
このような時代の要請に応えて、ライフサイエンス
のデータベースを適切に整備して研究や産業に役立
てるための仕組みが作られつつあります。産業技術に
よって社会に貢献することが求められている産総研

のバイオインフォマティクスには、生物学的な発見や
その応用を目指すだけでなく、ライフイノベーション
につながる新しいデータ解析技術を開発していただ
きたいと思っています。国内最大のバイオインフォマ
ティクスの拠点であり、世界レベルのソフトウエアを
多数開発している産総研 生命情報工学研究センター
とバイオメディシナル情報研究センターに大いに期
待しています。

産総研におけるバイオインフォマティクス研究への期待

大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構 
ライフサイエンス統合データベースセンター センター長
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バイオプロセス技術
創薬標的探索

創薬支援技術
副作用予測

薬物スクリーニング 天然物生産
幹細胞基盤技術

質

量

バイオインフォマティクス
アルゴリズム 確率モデル

ソフトウエア 情報統合 データベース

機械学習 分子シミュレーション

相互作用代謝 シグナル伝達

生体高分子
DNA RNA 脂質

タンパク質 糖鎖 配列構造

実験技術 計測技術

生命科学関連巨大データ

遺伝子制御

バイオインフォマティクスによるライフイノベーション
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生命情報工学研究センター 副研究センター長

藤
とう

 博
ひろゆき

幸

参考文献
［1］田中 幹人：iPS細胞 ヒトはどこまで再生できるか?,日本実業出版社(2008).
［2］野村 仁：ゲノム創薬 個別化医療とゲノムデータマイニング ,サイエンス社(2005).

大量データ時代の到来
近年の分子生命科学の大きな特徴の

一つとして、計測技術の進展に伴う大
量かつ多様なデータの生成が挙げられ
ます。このような傾向は、70 〜 80年
代の塩基配列決定技術の進展に伴う配
列データベースの構築に端を発し、そ
の後のゲノムプロジェクトやポストゲ
ノム研究が進む中で加速化しています。
当面は次世代DNAシークエンサーが
このような傾向を牽引することになる
と思われます。分子生命科学に携わる
研究者は、自身が網羅的（ゲノムワイ
ド）な研究に関与していなくても、これ
らのデータと向き合っていかざるをえ
ない状況にあり、このデータの海から
必要な情報を効率的に抽出できるかが、
研究を成功させる重要なファクターと
なってきています。しかし、そのよう
な大量かつ多様なデータを人力で処理
することは不可能であり、情報科学の
助けなしに研究を進めることは困難に
なってきています。バイオインフォマ
ティクスの生命科学における重要な役
割の一つとして、情報の大海の中で研
究者をナビゲートし、医薬、農学を含
む生命科学の新たな知識獲得へ至る過
程を手助けすることが挙げられます。

仮説構築による研究の加速化
 バイオインフォマティクスが生命科学
の重要な局面で大きな役割を果たした
例は多数あります。近年、京都大学の
山中 伸弥氏らは、ES細胞の多能性維

持に関する転写因子の「狩り」にあたり、
実験による成果がなかなか得られな
かったところを、データベースを利用
したin silico 解析でブレイクスルーを
得ています [1]。また、創薬ターゲット
として新規サイトカインやその新規受
容体をゲノムデータベースやESTデー
タベースから相同性探索によって抽出
することに成功した例もあります [2]。
このような事例は多数見つけることが
できますが、これらに特徴的なことは、
バイオインフォマティクスが仮説構築
に利用されていることです。これまで
の仮説検定型と異なり、バイオインフォ
マティクスは大量のデータから新たな
仮説を導きだし、研究を新たなステー
ジに引き上げることができます。仮説
構築を言い換えると「予測」ということ
になります。ゲノム創薬におけるター
ゲット探索も仮説構築の一種といえる
でしょう。仮説検定型研究では、研究
者の経験や知識から立てられた仮説を
検証する形で研究が進められます。し
かし、自然はしばしば人間の憶測から
外れた挙動を示すことがあり、その場
合は仮説構築型の研究が有効で、バイ
オインフォマティクスはセレンディピ
ティーの加速装置としてはたらきます。

「量」から「質」への転換
生命科学の情報爆発は始まったばか

りであり、今後ますます大量のデータ
が生成されると予想されます。そのよ
うな状況では、いかに“量”を“質”に転

換できるかを考える必要があります。
バイオインフォマティクスは、先に述
べた仮説構築という形で“量”から“質”
への転換を行っています。このような
処理では、構築される仮説の品質が問
われます。精度の悪い予測（仮説）は、
かえって研究や産業化を遅滞させるだ
けです。また、“量”という観点からは、
それを“質”に変換するのに要する時間
も大きなファクターとなるでしょう。
いかに精度の高い予測が得られるとし
ても、その計算に100年もかかるよう
では意味がありません。さらに、“量”
を“質”に転換するという意味で重要な
こととして、情報の統合が挙げられま
す。大量データには、ゲノム配列だけ
ではなく、トランスクリプトームやプ
ロテオームのようなさまざまな種類の
ものがあります。これらのデータはそ
れぞれ生命活動の1側面を切り出した
ものであり、これらを統合することで
初めてシステムとしての生命の全体像
がみえてきます。そのためには、それ
らのデータを統合的に扱える柔軟なプ
ラットフォームの構築が必要になるで
しょう。よりよい仮説をより迅速に構
築する技術と情報統合の基盤の開発が、
バイオインフォマティクスにこれまで
以上に求められることになると思われ
ます。

このページの記事に関する問い合わせ：生命情報工学研究センター      

バイオインフォマティクスとは何か？
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機能性 RNAデータベース

配列データベースfRNAdbの検索結果表示画面。2次構造のサムネイルが
一覧に表示される。

機能性 RNA とは？
何らかの機能を持ったRNA（リボ

核酸）のことを機能性RNAとよびま
す。タンパク質を合成する遺伝情報
の運び手であるメッセンジャー RNA

（mRNA）がその代表例ともいえます
が、近年、細胞内には多種多様なRNA
が存在していることがわかってきまし
た。機能性RNAは、mRNA以外で機
能をもつRNAを示す言葉として流通
するようになりました。機能性RNA
として報告されているものの大半は機
能解析の途上にあるか、まったく解析
の手がついておらず、医療・産業応用
の観点から価値のある機能性RNAを
見いだすには、今後の進展を待たなけ
ればなりません。

機能性 RNA データベース
2005年から5 ヶ年で実施された新

エネルギー・産業技術総合開発機構
（NEDO）の「機能性RNAプロジェクト」
の目的は、機能性RNAの基盤技術開
発でした。データベース構築も重要な
基盤技術の一つです。その役割は、既
知の機能性RNAのカタログ作りより
も、新規機能性RNAの発見や、機能
解析を支援する情報ツールとしての役
割に比重があります。新たにRNAを
測定するよりも、大量に存在する配列
情報を利用して、有望な機能性RNA
を選別することが重要な課題でした。
このデータベースは配列データベー
スのfRNAdbと、ゲノムブラウザー
UCSC Genome Browser for Functional 
RNAの二つのデータベースが互いに
連携して動作します。データベースに
は、既知の機能性RNAと予測された

機能性RNA候補の情報を網羅し、配
列情報、ゲノムへの対応関係、隣接す
る遺伝子の情報、文献情報、独自設計
マイクロアレイによる発現情報、関連
する疾

しっかん

患名など、多様な情報が検索・
閲覧できるようになっています。さら
に、実用情報ツールとしての利便性か
ら、ユーザー認証機能を利用して、未
公開情報をデータベースに登録して特
定のユーザーのみ参照できる機能を追
加しました。これによって、大規模配
列情報を扱う共同研究に大いに役立ち
ました。データベースはhttp://www.
ncrna.org/にて公開しています。

今後の展開について
現在、次世代シークエンサーの普及

に伴い、細胞内RNAの塩基配列を網
羅的に測定する需要が高まってきまし

た。例えば、患者から採取した細胞に
含まれるRNAを次世代シークエンサー
で読み取り、読み取った RNA 配列
と全遺伝子の配列とを比較（アノテー
ション）すれば、遺伝子の発現量を高
い感度で同定できます。これを臨床検
査に応用すれば、これまで以上に病理
の診断に有益な情報を得ることができ
るでしょう。機能性RNAデータベー
スは、機能性RNAの発現量を同定す
るアノテーションの精度を向上するの
にも役立つ技術です。

生命情報工学研究センター

光
みつやま

山 統
とうたい

泰

このページの記事に関する問い合わせ：生命情報工学研究センター      
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ライフサイエンス情報統合基盤技術
産総研の生命情報工学研究センター

（CBRC）では、研究センター内外のラ
イフサイエンスに関連したデータベー
ス、ソフトウエアを最新の情報技術を
用いてシームレスに統合したバイオ
インフォマティクス情報基盤の構築
に、研究センター全体で取り組んでい
ます。ライフサイエンス研究分野で
は、その複雑化・細分化にあわせて解
析ツールやデータベースの多様化が求
められています。しかし個々のデータ
ベース、解析ツール、システムの乱立
や併存は、管理・運用に多大な労力を
要し、研究分野の急速な変化や新しい
技術への対応が困難であると考えら
れます。そこでCBRCは、文部科学省
のライフサイエンス統合データベース
プロジェクトに参画し、分散する解析
ツールを一つ一つユーザーが実行する
のではなく、一連の処理の流れを定義
することにより効率的に短時間で実行
するためのワークフローに関する技術

開発を進めています（図1）。

ワークフロー開発
ここで開発しているワークフロー

としては、ウエブ・ワークフローと
アクティブ・ワークフローの二種類が
あります。ウエブ・ワークフローは予
め定義された処理を組み合わせてお
り、ユーザーは許された範囲内でのみ
パラメーターなどを指定でき、実行が
容易なウエブサービスです。他方、ア
クティブ・ワークフローではユーザー
が処理の組み合わせを指定でき、ユー
ザーから求められている使いやすさと
ワークフローの流れを決定できると
いう柔軟性を加味し、直観的なグラ
フィックユーザーインターフェースを
用いた操作性に優れたKNIMEとよば
れるプラットフォーム環境を使用して
います。このプラットフォームを利
用し、ユーザーはCBRCにて独自に開
発された解析ツールのプログラム群や
外部ツールおよびデータベースなどか

ら、解析に必要となる個々の独立した
プログラムを選択し、プラットフォー
ム上で組み合わせることにより、独自
の解析や一連の統合化された解析フ
ローを実現できます（図2）。またこの
プラットフォーム環境下で開発してい
る解析ツールは、遠隔地にあるコン
ピューターのプログラムやデータへ通
信できるプロトコルであるSOAPを使
用しており、ローカルPCによる処理
と計算機パワーが必要とされる計算処
理の部分を切り分け、SOAP通信によ
りCBRC計算サーバーにアクセスでき、
シームレスに動作するワークフロー解
析を可能としています。

生命情報工学研究センター

福
ふ く い

井 一
かずひこ

彦

バイオインフォマティクス情報基盤技術の構築

このページの記事に関する問い合わせ：生命情報工学研究センター      

図1　CBRC統合DB情報基盤サイトの表示画面
（http://togo.cbrc.jp/）

図2　プラットフォームを用いたアクティブ・ワークフローの解析例

DBとの連携
LSDB:
横断検索へ
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氾濫する情報の道標：MEDALS
MEDALS（http://medals.jp/）は、経

済産業省関連のライフサイエンス系各
種プロジェクトの成果であるデータ
ベースや解析ツールを収集したポータ
ルサイトです。これまではプロジェク
ト成果物の管理は個別に研究実施者に
委ねられており、プロジェクト全体を
俯
ふ か ん

瞰してデータを有効利用できる状況
にありませんでした。この状況を打開
しプロジェクト成果物を一元管理する
ためにMEDALSは開発されました。
MEDALSの便覧では、主に経済産業省
の成果物をデータ種や生物種で分類し、
研究者の目的に合った成果物を一目で
選別できるように工夫しています。ま
た、文部科学省 統合データベースプロ
ジェクト（LSDB　http://lifesciencedb.
jp/）との連携による250種類のデー
タベースを対象とした「MEDALS横
断検索」や、新規文献お知らせツール

「PubMedScan」などのツール群により、
蓄積した情報を活用する環境も整って
います。

ヒト遺伝子に特化した基盤情報：
H−InvDB

H−InvDB（http://hinv.jp/）は網羅
性と同時に観測事実に則した高い信頼
度を維持することをポリシーとし、研
究者自らがヒトの完全長cDNAにアノ
テーション（注釈）を付与するという大
規模なプロジェクトからスタートした、
ヒト遺伝子の統合データベースです。
発足から6年間で疾患・発現量・タン
パク質相互作用などさまざまなデータ
を追加し、ヒト遺伝子に関するデータ
センター的な機能を担うに至りました。

H−InvDBの情報はヒト全長cDNAク
ローンや抗体などの実験材料の情報と
もリンクしており、パソコンでの検索
から実験的研究へのスムーズな流れを
可能にします。また、目的別に整備さ
れたダウンロードデータは、情報・理
論的研究のための研究の理想的な情報
リソースとなっています。

近年では新規知識発見の支援を重視
し、複雑な条件によってヒト遺伝子を
探索できる複合検索サービスや、遺伝
子セットに共通な特徴を発見するため
の特徴抽出ツールHEATなどを相次い
で公開しています。データに新たな切
り口を提供するこれらのツールを武器
として、再生医療・創薬などのフロン

ティア研究に貢献したいと考えていま
す。

今後の展望
今後は、例えば再生医療や疾患研

究の加速に役立つ転写ネットワークの
情報整備などのように、重要な研究分
野に集中的に資源を投入した戦略的な
データベースを構築していくことが望
ましいと考えます。こうした実験系研
究者と情報系研究者の共同作業の中か
ら重要な成果を生み出すことを、大い
に期待しています。

バイオメディシナル情報研究センター

今
いまにし

西 規
ただし

ライフ分野の戦略的データベースの構築へ

このページの記事に関する問い合わせ：バイオメディシナル情報研究センター      

経済産業省のプロジェクト成果をはじめとして、インターネット上にはライフサイエンス研究
に有用な情報が散らばっている。私たちはこれらの情報に対し独自の解析データの付与やキュ
レーション（精査）による低信頼度データの削除などの操作を加え、「創薬」「再生医療」など
への応用を視野に入れた戦略的統合データベースとして公開している。

タンパク質

立体構造

代謝産物

疾患・がん

細胞

糖鎖

DNA・RNA

構造予測
遺伝子発現

データ解析・
マイニング

戦略的ライフサイエンスデータベース

キュレーション

創薬再生医療

統合化

化合物
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生命情報科学人材養成コンソーシアム

バイオインフォマティクスができる
人材を増やす

バイオインフォマティクスには、生
物情報そのものと、情報を処理する大
規模計算機などのハードウエア・イン
フラに加え、それらを有効に活用でき
る人材が欠かせません。新型DNAシー
クエンサーも普及した今日では、ゲノ
ム創薬など、バイオインフォマティク
スを利用した製品開発に大きな期待が
寄せられています。しかし未だに各企
業では、多数の実験技術者（IT系の場
合は一般のプログラマーなど）の間に
ごく少数のバイオインフォマティクス
技術者が散在しているという状況で、
画期的な成果を生み出す環境が整った
とは言い難いところです。

これまでの取り組みと豊富な実績
生命情報工学研究センター（CBRC）

やその前身の研究センターでは、産総
研設立当初から人材養成に力を入れて
きました。2001年度からは生物情報解
析研究センター（現在はバイオメディ
シナル情報研究センター）と共同で文
部科学省・科学技術振興調整費によ
る「産総研 生命情報科学人材養成コー
ス」を実施しました。主に専門技術者

やアノテーターなど専門性の高い人材
など、高度人材養成に取り組み、高い
評価を得ました。その後2005年度から
は企業などに所属する社会人を対象と
した「生命情報科学技術者養成コース」

（同じく文部科学省・科学技術振興調
整費）を実施したところ、短期間の講
習会やe−ラーニングが大好評でした。
幅広い業界・地域から多数の人が集ま
り、5年間で446名がコースを修了しま
した。とくに「創薬インフォマティク
ス技術者養成コース」は、創薬の現場
を意識した実践的なカリキュラムを独
自に作成し、多数の製薬企業の人達が
受講しました。講習会を通じて各企業
の研究員が交流を深めたことも大きな
成果だったと思います。

バイオインフォマティクスの発展に向けて
こうして次第に裾野を広げてきた

CBRCの人材養成活動は、産学官の関
係者から大きな期待を集めています。
そこで2010年度には、会員制・有料で
人材養成を行う産総研コンソーシアム

「生命情報科学人材養成コンソーシア
ム」を設立しました。ライフサイエン
スに関わるすべての研究者・技術者が
バイオインフォマティクスを“使える”
ようにならなければならない時代で
す。コンソーシアムではニーズ志向で
効率のよいカリキュラムを開発するこ
とも目的の一つとして掲げており、バ
イオインフォマティクス関連産業の発
展に、人的資源供給の面から貢献した
いと考えています。

このページの記事に関する問い合わせ：生命情報工学研究センター      

生命情報工学研究センター

広
ひろかわ

川 貴
たかつぐ

次
坂
さ か い

井 寛
ひ ろ こ

子

40台の実習用PCやTV会議システムなどを備えた恵
まれた環境で行われる講習会（毎年30日程度実施）

全国から応募があったバイオインフォマティクスe−ラーニングコース
（2009年度実績 合計273名）
日中の業務が忙しい方でも自由な時間にインターネット経由でバイオインフォマ
ティクスまたは創薬インフォマティクスを学んでいただくことができるe−ラーニ
ングシステムへの応募状況。
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タンパク質3次元構造からの計算による薬物の発見

タンパク質−化合物ドッキングソフトとは
タンパク質の立体構造を元にして

創薬を行う場合、市販されている化合
物から、タンパク質に結合しそうなも
のを計算で選ぶ計算機スクリーニング
が活用されています。ここで中核をな
すのは、タンパク質に化合物がどう結
合するかを予測するタンパク質−化合
物ドッキングソフトと、その情報を整
理統合し、計算誤差を修正して活性化
合物を予測するスクリーニング手法で
す。タンパク質−化合物ドッキングソ
フトは、主に海外製品が利用されてき
ましたが、私たちは、1ライセンス年
間数百万円にも達する使用料の高さに
不満をもち、独自にドッキングソフト

「myPresto/Sievgene」を開発しました。

ドッキングソフト Sievgene の原理
Sievgeneは、化合物をタンパク質表

面に転がすように配置し、タンパク質
と化合物の静電気力などの相互作用を
見積もり、最も安定な化合物の配置を
見つけます。通常、ドッキングソフト
では、タンパク質は原子の集団として
扱い、タンパク質の原子と化合物の原
子は重なるまで接近すれば反発します
が、タンパク質に化合物を原子が衝突
しないように密着させるのは極めて難
しいのです。Sievgeneでは、タンパク
質を柔らかい弾性体に置き換えること
で、この問題を解決しています（図）。
その結果Sievgeneは、1化合物を約1
秒でタンパク質にドッキングできま
す。標準的な市販ソフトの約100倍高
速になり、私たちが独自に開発したス
クリーニング手法との組み合わせによ
り市販ソフトの10倍以上のヒット化合
物予測を達成しています。

薬物スクリーニングへ向けて
こうして強力な計算機スクリーニ

ング手法は生まれましたが、大きな揺
らぎなどによりタンパク質が複数の構
造をもつ場合、その構造の数だけスク
リーニング結果が得られます。計算予
測のヒット率はどの構造・結果を採用
するかに依存します。私たちはこの問
題を、薬物結合ポケットは「薬らしい」
構造の分子を結合しやすくなっている
というUniversal Active Probeという
概念によって解決しました。「薬らし
い」構造の化合物を、スクリーニング
用の化合物データベースにプローブと
して混ぜておき、このプローブが予測
の上位にランクされている結果を選べ
ば、ヒット率の高いスクリーニング結

果を選抜できます。こうして、計算機
スクリーニングを、多様な標的タンパ
ク質に適用できるようになりました。

医薬品探索ソフトウエアmyPrestoは
（ http://medals.jp/myPresto/ ）より、
無償配布されています。

このページの記事に関する問い合わせ：バイオメディシナル情報研究センター      

バイオメディシナル情報研究センター

福
ふくにし

西 快
よしふみ

文

入力分子 配座の発生 タンパク質への結合

化合物の柔軟な構造変化は
あらかじめ計算して準備する。タンパク質 1秒間に10万回、化合物を

タンパク質の表面に配置する。

最適な複合体モデルの選択 相互作用の見積もり

最適なタンパク質ー化合物の
結合構造とそのエネルギーを出力する。

市販ソフトの100倍高速、10倍のヒット率

10万回配置された化合物と、弾性体として
のタンパク質の相互作用を見積もり、結合エ
ネルギーを推定する。

化合物ドッキングソフト myPresto/Sievgene の概要

Sievgeneは、化合物の配座の構造変化を考慮するフレキシブルなドッキングソフト
である。計算量を減らすため、タンパク質の原子座標は動かないが、柔らかい弾性体
で近似される。
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システム生物学
最近、画期的な実験技術の開発によ

り細胞のほぼすべての分子の特性を計
測できるようになりました。これまで
の生物学研究は、仮説を立ててそれを
実験によって検証する、というプロセ
スを踏みますが、細胞を分子からなっ
ているシステムと考えるシステム生物
学的アプローチをとることが、実験技
術の進歩のおかげで現実の計測データ
を用いて可能になりました。また研究
の目的も分子の特性を探ることから、
システムを構成する分子間の関連性

（ネットワーク）を探ることに重点が置
かれるようになりました。ただし、細
胞を構成する多数の分子の特性を計測
するため、莫大な費用と時間を要する
ので、研究開始の前に計測を行う目的
をしっかり考えることと、計測データ
を解析して確実な結果を得るための高
い計算精度が必要になります。ここで
は、後者の「高い計算精度」を実現する
ために私たちが開発した二つの解析法
を解説します。

活性化制御ネットワークの同定
一つは、特定の条件下で活性化する

制御ネットワークを推定する技術です[1]。
まず、ある特定の形をしたネットワーク

について、統計的な量（対数尤度）を計測
データの数値を用いて計算します。次に
ランダムにグラフを多数人工的に作っ
て、それらグラフの対数尤度を計算す
ることで、対数尤度の分布が得られます。
最後に、特定のネットワークの対数尤
度が、分布の中でどの程度稀に現れる
か、つまり出現確率（Graph Consistency 
Probability）を計算します。この技術を
利用すれば、ある特別な状況で細胞がも
つ機能を、遺伝子の名前の羅列ではなく、
それらからなるネットワークの形で示
すことができます（図1）。そのためにま
ず、既に知られているネットワークや
実験で得られた遺伝子間の結合データ
を準備します。そして特定の状況で計
測されたデータを用いて、準備したネッ
トワークセットのうち、どのネットワー
クの出現確率が小さいか、すなわち特定
状況下のデータにネットワークの形が
稀にフィットしているか、を計算します。
この手続きを、たくさんのネットワー
クからある状況だけで出現するネット
ワークを選択することから、“Network 
Screening”と名付けました。

パラメーターの高精度推定
もう一つは、ネットワークのダイナ

ミクスにおいてパラメーター推定の精
度を向上させる技術です[2]。この技術
のエッセンスは、ネットワークのダイ
ナミクスを表す微分方程式から、それ
とは別の、ただし等価な微分方程式を、
Differential Eliminationという数学を使っ
て求めることです。こうして得られた
別の微分方程式を、パラメーター推定
で通常用いられる誤差関数と併せて、
束縛条件として採用します。誤差関数
は、実測点と推定点との差を考えます
が、新しい束縛条件は微分した値も含
むので、実測点が作る曲線の形を切片
や変曲点などから考慮することができ
ます（図2）。実際、従来法の誤差関数だ
けの場合に比べ圧倒的な精度向上を実
現しました。この技術はさまざまな点
で汎用的なので、生命現象のダイナミ
クスだけでなく、パラメーター推定が
重視される工学の問題へ適用すること
を目指しています。

このページの記事に関する問い合わせ：生命情報工学研究センター      

システム生物学的アプローチによるネットワークの高精度解析

生命情報工学研究センター

堀
ほりもと

本 勝
かつひさ

久

図１　活性化ネットワーク検出法（Network Screening）

特異的条件下の計測値

入力

計測値データベース
－ GEO
－ Array Express
－ SMD
…

Microarrayなど

ChIP－on CHIPなど
パスウェイデータベース
－ Transfac
－ KEGG
－ Reactome
－ Biocarta
…

生物機能に基づく
サブネットワークへの分類

特異的条件下で
活性化するネット
ワークとその生物
機能の同定

出力

Measured data Sub－Networks GCP

× 0.86

◯ 0.01

・・・

× 0.65

 新規制約

シミュレーション

誤差関数

実測値

計
測
量

時間
図２　パラメーター推定精度向上の概略
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生命情報工学研究センター

津
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リガンド結合部位
タンパク質は多くの場合、他の分子

（リガンド）との相互作用を介して機能
を発現することが知られています。つ
まり、タンパク質がもつ他の分子と結
合する領域（リガンド結合部位）は、タ
ンパク質の機能を特徴づけるとても
重要な領域といえます。Protein Data 
Bank （PDB）には、現時点（2010/6）で
既に6万件以上のタンパク質立体構造
が登録されており、データベース中の
リガンド結合部位の数は数十万にの
ぼっています。また、近年のリガンド
結合部位予測手法の発展により、潜在
的にリガンドが結合し得る局所領域を
効率よく検出することが可能となって
います。これらの膨大な数の既知リガ
ンド結合部位や潜在的リガンド結合部
位を網羅的に比較・分類することは、
リガンドの結合の性質を明らかにし、
タンパク質機能の一般性や進化の道筋
を示すことに大いに役立つと考えられ
ます。

高速な類似部位探索
しかし、大量の結合部位を網羅的に

比較するには、「重ね合わせ」や「グラ
フマッチング」をベースとする既存の
比較手法では膨大な計算時間が必要と
なっていました。この問題を克服する
ために、私たちの提案する新たな比較
手法では、リガンド結合部位をそれら
のさまざまな性質（残基間距離などの
幾何学的性質、アミノ酸の属性、二次
構造の属性など）に応じて特徴空間へ
埋め込み、独自に開発した高次元特徴
に対する近傍探索のたいへん高速な方

法SketchSortを適用することで、特徴
空間上で性質のよく似たリガンド結合
部位の組みあわせ（ペア）を高速かつ効
率的に検出できるようになりました。

結果
開発した手法を用いて、PDBに登

録されている既知のリガンド結合部位
と、予測により得られた潜在的なリガ
ンド結合部位を合わせたおよそ120万
部位の網羅的な比較を行った結果、一
般的なデスクトップ計算機でも十数時
間で、類似部位のペアをとてもよい精
度で網羅的に列挙できることが確認で
きました。得られた結果からは、相同
タンパク質間の共通リガンド結合部位
ペアはもとより、これまでに知られて
いない隠された活性部位なども数多く
見つかっています。この手法は、構造

ゲノムプロジェクトなどからもたらさ
れるタンパク質立体構造からの機能推
定や、ドラッグ設計の分野におけるス
クリーニングに大きく貢献することが
期待されます。

このページの記事に関する問い合わせ：生命情報工学研究センター      

高速近傍探索法を用いた既知および潜在的リガンド結合
部位の大規模網羅的比較

SketchSort法による高速な近傍探索

・高次元実数空間
ランダム超平面分離

・低次元ビット空間

ブロック化多重基数ソートを
用いて、類似ペアを高速列挙
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稲垣 和三　
いながき かずみ

計測標準研究部門　無機分析科
環境標準研究室　主任研究員

（つくばセンター）

入所以来、カドミウム分析用白
米粉末標準物質をはじめとする
環境・食品分析用の組成標準物
質の開発を担当しています。標
準物質開発には、分析技術の高
度化（高感度、高精度）が不可
欠です。今回紹介する高機能ネ
ブライザーも、分析技術の高度
化過程において新規開発したデ
バイスです。最近では、このネ
ブライザーの応用研究として、
元素標識を用いたタンパク質、
核酸の高感度分析法の研究開発
を進めています。

造となっています（図1）。この構造により、既
存ネブライザーにはない、以下の優れた性能を
示します。
　①高効率噴霧能： HPCNはフローフォーカ
ス（FF）効果[2]（図2）により10 µm以下の微細
液滴を90 %以上の高効率で発生させます（汎用
ネブライザーでは10 ％程度）。HPCNを用いた
ICP−OES及びICP−MSでは、既存ネブライザー
を用いた場合と比較して2倍以上の高感度で分
析できます。②高塩濃度耐性： ネブライザー
の目詰まりの主な原因は噴霧ガス出口での塩析
です。HPCNは細糸状液流の形成によりノズル
先端部と試料液が接触しないため、高塩濃度液
を連続噴霧しても塩析が生じません。③幅広い
流量レンジへの適応： 交換式中心管の管内径
および材質の変更で、用途に合わせた幅広い流
量設定（0.2 µL/min ～ 500 µL/min）が容易にで
きます。

今後の展望
　現在、材料不純物分析、環境試料分析、核燃
料分析、タンパク質・核酸分析など、幅広い分
野での応用研究を展開しています。同時に、共
同研究企業による製品化が進められています。

プラズマ分光分析用高機能ネブライザーの開発
交換式同軸三重管構造の試料導入噴霧器

開発の背景
　試料導入噴霧器（ネブライザー）は、高感度元
素分析装置として汎用性の高いプラズマ分光分
析装置（ICP−OESおよびICP−MS[1]）の分析性
能（感度、精度、安定性など）を大きく左右する
重要なパーツです。ネブライザーの役割は試料
溶液を霧化し、プラズマ内で分解できる大きさ
の液滴（<10 µm）を効率よく発生させることで
す。近年では、半導体産業、バイオ・メディカ
ル分野を中心とするµLオーダー試料の高感度
分析ニーズ、材料あるいは環境分析分野を中心
とする塩濃度20 ％以上の試料分析ニーズなど
が高まっており、噴霧能もしくは塩濃度耐性の
どちらかを向上させたさまざまなネブライザー
が実用化されています。しかし、分析対象は
ますます多様化しており、高効率噴霧と塩濃度
耐性を併せもつネブライザーのニーズが高まっ
ています。このような背景のもと、私たちが新
規開発したのが高機能ネブライザー（HPCN: 
High Performance Concentric Nebulizer）です。

高機能ネブライザー（HPCN）　　
　HPCNは、既存ネブライザー（二重管もしく
は並行管構造）と大きく異なる交換式三重管構

関連情報：
● 共同研究者 

藤 井 伸一郎、高津 章子、
千葉 光一（産総研）、阿部 
正昭（株式会社エス・ティ・
ジャパン）

● 共同研究企業

株式会社エス・ティ・ジャパン

● 特開 2009 − 210435
「三重管構造を有するネブ
ライザーとそれを用いた分
析システム」

● 用語説明

[1]ICP − OES および ICP −
MS：誘導結合プラズマ発光
分析装置（ICP−OES）およ
び質量分析装置（ICP−MS）
の略称。アルゴンプラズマ
に試料を導入し、原子化・イ
オン化した元素の発光分析

（OES）および元素イオンの
質量分析（MS）により元素
量を定量分析する装置。

[2] フローフォーカス（FF）
効果：ノズル内噴霧ガス圧
と大気圧との圧力差により
試料液が試料送液管から細
糸状にひき延ばされる現象。
汎用ネブライザー（同軸二重
管）のノズル内では試料液
は乱流となり FF 現象は見
られない。

図 1　高機能ネブライザー（HPCN）の概略図
既存の同軸二重管ネブライザーと異なる三重管構造で、
中心管が交換式。

図 2　ＦＦ効果による細糸状液流の形成
試料液はネブライザーノズル内で細糸状液
流を形成する。液流はノズル外で破砕され、
90 ％以上が 10 µm 以下の液滴になる。

写真　3.8×3.4 cm

・中心管交換式
・中心管は先端部テーパー加工
　（管先端肉厚 : <8 µｍ）

 中心管

中心管先端

ネブライザーノズルの拡大写真

ノズル先端部
細糸状液流

特徴的な交換式同軸三重管構造

噴霧ガス

試料液
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越野  雅至
こしの まさのり

 

ナノチューブ応用研究センター
カーボン計測評価チーム　
研究員

（つくばセンター）

京都大学の化学研究所で高分
解能電子顕微鏡を学んだ時、
有機結晶の高分解能写真はい
くつかの分子が重ね合わさっ
たもので分子一つのものでは
ないことを知り、いつかは分
子一つを観察できないものか
と考えていました。産総研で
の共同研究で、有機単分子の
動的観察や化学反応の観察と
いった、当初は予想できなかっ
たことができるようになりま
した。今後は各種有機分子や
生体分子の反応解析などをと
おして、科学の本質に迫る研
究を目指しています。

原子レベルで化学反応の可視化に成功
電子顕微鏡観察でフラーレン分子の化学反応の仕組みを解明へ

化学反応とは
　化学反応は、呼吸、消化など生命活動に欠か
せない身近なものから化学合成、エネルギー変
換などの近代産業を支えるものまでさまざまで
す。分子の中でどの部分が最も反応しやすいか
は理論からある程度予測できますが、実際の化
学反応には予測がとても難しいものもありま
す。いくつもの異なる化学反応が同時に起こっ
たり、多様な生成物が得られるフラーレン分子
の融合反応がその一例です。実験的に調べよう
としてもこれまでの化学分析手法が多数の分子
の平均的な挙動を解析するもので、多様な生成
物が混在する反応に対してはあまり有効ではあ
りませんでした。これに対し、新しいナノテク
ノロジーの分析技術を用いると、個々の分子の
挙動を一つずつ解析してその反応を明らかにで
きると考えられています。特に、化学反応の途
中の原子レベルの情報が得られれば、これまで
わからなかったさまざまなことが明らかになる
と期待されています。

開発した可視化技術
　有機分子は炭素などの軽い元素でできていま
す。これまで軽い分子の動きを原子レベルで観
察するのはとても困難でした。しかしここ数
年、小さい有機分子一つをナノメートルスケー

ルの内部空間をもつカーボンナノチューブに閉
じ込めることで分子の動きを観察できるように
なり、分子レベルの挙動解析に応用できること
が示されてきました。
　今回、カーボンナノチューブに閉じ込めたフ
ラーレン分子を低加速電圧、収差補正機構付電
子顕微鏡技術と、高速フーリエ変換を用いた画
像処理技術を組み合わせて、反応過程を原子レ
ベルで観察することに成功しました。また電子
顕微鏡技術の開発により極低温（−269 ℃）や低
加速電圧（80 kV）などのさまざまな環境での高
分解能観察が可能になり、分子の挙動や化学反
応をコントロールできることを見いだしまし
た。

今後の展開
　化学反応を原子レベルで観察し、温度、濃度、
分子の向き、金属原子の存在、与えるエネルギー
など実験的な環境を調整することで、分子一つ
一つの反応を制御し解析できるようになりまし
た。今後はこの技術を有機分子や生体分子へ応
用することにより、生命現象の鍵を握る個別分
子の反応機構の解明、分子間相互作用の動的な
解析、構造化学に基づく分子設計などへの発展
が期待できます。

関連情報：
● 共同研究者

飯島 澄男、末永 和知、岡
﨑 俊也、片浦 弘道（産総
研）、新見 佳子（科学技術
振興機構）、中村 栄一（東
京大学）

● 共同研究機関

独立行政法人 科学技術振興
機構、東京大学

● 参考文献

M.  Kosh i no  e t  a l .  : 
Nature Chem., 2, 117 −
124 (2010).

● プレス発表

2010 年 1 月 12 日「原子
レベルで化学反応の可視化
に成功」

（a）電子線照射により二量化が進み融合していく C60 フラーレン分子の変化を捉えた電子顕微鏡像 
　　左から右にかけて電子線照射量が増加し、化学反応が進行している。

（b）分子のコントラスト（明暗）を強調した画像
（c）分子のモデル構造

写真　3.8×3.4 cm

b

a

c

1 nm
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千野 靖正
ちの やすまさ（右）

サステナブルマテリアル研究部門
金属系構造材料設計研究グループ
研究グループ長

（中部センター）

マグネシウム合金鋳造材は家電
製品筐体や自動車部材として需
要が伸びています。一方、展伸
材の需要は伸び悩んでいます。
当グループでは、組織制御によ
りマグネシウム合金展伸材の特
性を改善するための研究を行っ
ており、高張力鋼に匹敵する魅
力的なマグネシウム合金を開発
することを夢見て研究に取り組
んでいます。

黄 新ショウ Huang Xinsheng
こう しんしょう（左）

（所属は同上）研究員
（中部センター）

2005 年に産総研に入所して
以来、組織制御をツールとして
軽量金属材料を高機能化するた
めの研究に従事してきました。
現在は、輸送機器軽量化に資す
る高性能マグネシウム合金圧延
材を創製するための研究開発に
取り組んでいます。

開発した圧延技術
　そこで、合金の組成を変えずに、圧延プロ
セスを高度に制御することにより、“汎用マグ
ネシウム合金”の常温成形性を改善することを
目標として研究開発を行った結果、これまで
の圧延プロセス（圧延温度：400 ℃以下）よりも
約100 ℃高い温度で圧延を実施すると、常温成
形性を阻害する集合組織の形成が抑制され、ア
ルミニウム合金（5083合金相当：エリクセン値
8.5）並みの優れた成形性（エリクセン値8.0）が得
られることを発見しました（図2）。これまでは、
強度改善・発火防止の観点から、マグネシウム
の圧延は極力低温で行うことが固定観念となっ
ていました。私たちは、固定観念とは逆の発想
により、マグネシウム合金圧延材の集合組織の
形成を抑制することに成功しました。この圧延
技術は、既存の圧延設備をそのまま流用でき、
さらに、既存の表面処理技術を直接利用できる
ため、実用化に向けた技術障壁がきわめて低い
のが特徴です。

今後の展開
　現在、日立金属株式会社において新圧延技
術によるAZ31合金圧延材のサンプル供給が始
まっています（図3）。この圧延材が本格的に市
場に投入されれば、マグネシウム合金プレス加
工の適用範囲が拡大することが期待されます。

汎用マグネシウム合金の新圧延技術の開発
常温でプレス加工できる広幅圧延材のサンプル供給を開始

マグネシウム合金利用の現状
　優れた比強度特性を有するマグネシウム合金
は次世代自動車の軽量構造材料として注目を集
め、現在、鋳造部品を中心に利用が拡大してい
ます。プレス加工で部品を成形するために用い
られるマグネシウム合金圧延材は、鋳造では作
製が難しい薄型大型部材を大量生産するための
素材として、その実用化が期待されています。
　一方、マグネシウムは六方最密構造であり、
その異方性のため常温ではc軸方向に変形する
ことができません。また、マグネシウム合金を
圧延すると、特定の方位に結晶が揃った集合組
織が形成されるため、圧延材の異方性はさらに
高くなってしまいます（図1）。そのため、マグ
ネシウム合金圧延材の常温成形性は、アルミニ
ウムや鉄鋼よりも著しく低く、常温プレス成形
が難しいことが問題となっていました。
　最近、産総研では京都大学との共同研究によ
り、微量の希土類元素を添加したマグネシウム
−亜鉛系合金を熱間圧延すると、集合組織の形
成が著しく少なくなり、優れた常温成形性が発
現することを発見しました。しかし、この合金
の組成は汎用マグネシウム合金（AZ31合金）と
大きく異なるため、汎用マグネシウム合金用に
開発された既存技術（表面処理技術）を流用する
ことが難しく、実用化に際しての課題となって
いました。

関連情報：
●  共同研究者

鈴木 一孝、坂本 満（産総
研）、馬渕 守（京都大学）

●  共同研究企業

日立金属株式会社

●  参考文献

千野靖正：産総研ＴＯＤＡＹ，
8 (12)，23 (2008)．

●  プレス発表

2010 年 1 月 26 日「汎用
マグネシウム合金の常温成
形性を飛躍的に高める新圧
延技術を開発」

図２　AZ31 合金圧延材のエリクセン試験結果

図１　マグネシウムの結晶異方性（左）と
圧延集合組織の形成（右）

図３　新圧延技術により作製した AZ31 合金
圧延材の外観（幅 300 mm、 厚み 0.6 mm）

写真　3.8×3.4 cm

これまでの技術 ： エリクセン値3.4

新技術 ： エリクセン値8.0

20 mm

8.0 mm

3.4 mm

!"
#"

"

"マグネシウムの
結晶異方性（常温）

マグネシウムの圧延集合組織の形成

ロール

ロール板材

変形
し易い

変形し難い

板材

c軸

a軸
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Research  Hotline

カーボンナノチューブを高純度に分離
繰り返し連続自動分離が可能で簡便かつ低コストを実現

片浦 弘道
かたうら ひろみち

ナノシステム研究部門
自己組織エレクトロニクスグループ
研究グループ長

（つくばセンター）

カーボンナノチューブの実用
化を目指した研究を行ってい
ます。今回開発したナノチュー
ブの分離法はこれまでの集大
成、まさに究極の分離法です。
寒天とナノチューブの不思議
な相互作用を活用すると、安
価に高性能塗布型半導体デバ
イス材料が得られます。この
新技術で、つくば発の新素材、
単層カーボンナノチューブの
産業応用を目指しています。

単層カーボンナノチューブの性質
　単層カーボンナノチューブ（SWCNT）は炭素
原子の並び方によって、金属的な性質のもの（金
属型）と半導体的な性質のもの（半導体型）が存
在します。この二つの型を高純度に分離できれ
ば、金属型SWCNTでは、液晶ディスプレーや
太陽電池パネル用の透明電極への利用が期待で
きます。また、半導体型SWCNTでは、透明で
折り曲げることができるフレキシブルトランジ
スターなどへの利用が見込まれます。
　現状では、これらの性質の異なるSWCNTを
選択的に合成する手法がないため、混合物から
それぞれのSWCNTを分離することが試みら
れています。しかし、これまでの金属型・半導
体型の分離法は、いずれも回収率や純度、コス
トなどに問題があり、大量に分離精製する段階
には至っておらず、高純度で安価、そして大量
処理が可能な分離技術の開発が望まれていまし
た。

開発した分離技術
　産総研が以前に開発したアガロースゲルを用
いた金属型・半導体型SWCNTの分離方法で
は、ゲルに吸着した半導体型SWCNTを分離回
収するには、ゲルを溶かして取り出す必要があ
りました。今回、この課題を解決するため、カ

ラムクロマトグラフィーの手法を応用しました
（図）。アガロースゲルのビーズを充填

てん

したカラ
ムにSWCNTの分散液を添加した後、分離液を
流すと、半導体型のSWCNTがゲルに吸着する
一方、金属型のSWCNTはカラムを通り抜け
分離回収されます。カラムに残っている金属型
SWCNTを十分に洗い流した後、適切な界面活
性剤を含む溶出液をカラムに流すと、吸着して
いた半導体型SWCNTを脱離・溶出させて回収
できました。アガロースゲル充填カラムは平衡
化を行えば再生されるので、再度の分離が可能
となり、しかも繰り返し使用しても分離純度は
低下しませんでした。これまでのSWCNT含有
ゲルを用いて電気泳動や遠心分離で分離した試
料と比べても、分離したSWCNTの純度が向上
しており、半導体型SWCNTで95 ％、金属型
SWCNTで90 ％となりました。

今後の展開
今後は、分散液調製の効率化・低コスト化が

重要になってくるため、SWCNT分散液調製に
関する研究も進めます。また、企業などと協力
して、金属型SWCNTと半導体型SWCNTの大
量分離に向けた研究を推進するとともに、分
離したSWCNTの用途開発を行っていく予定で
す。関連情報：

● 共同研究者

田中 丈士（産総研）

● 参考文献

T. Tanaka et al. : Appl. 
P h y s .  E x p r e s s  2 , 
125002 − 1 − 3 (2009).

● プレス発表

2009 年 11 月 27 日「金
属型と半導体型のカーボン
ナノチューブを高純度で簡
便に分離」

図　カラムを用いた SWCNT の金属型・半導体型分離の概略図

写真　3.8×3.4 cm

溶出

SWCNT 
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ゲルを充填
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金属型 
(分散液) 

半導体型 
(ゲル) 

溶出液

半導体型 
(分散液) 
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分離液
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知 的 財 産 権 公 開 シ ス テ ム
（IDEA）は、皆様に産総研が開
発した研究成果をご利用いただ
くことを目的に、産総研が保有
する特許等の知的財産権を広く
公開するものです。

IDEA
産総研が所有する特許
のデータベース
http://www.aist.go.jp/
                   aist-idea/

吸着と低温酸素プラズマでVOCの高度分解技術
中小規模の排出源対策の切り札を目指して

特許 第4411432号
（出願2004.2）

研究ユニット：

環境管理技術研究部門

適用分野：
● VOC・悪臭の分解・除去
　装置
●失活した触媒の低温再生
●総有機炭素（TOC）分析
　装置

目的と効果
揮発性有機化合物 （VOC）は、それ自体の毒

性だけではなく、光化学スモッグや浮遊粒子状
物質の直接原因物質にもなるため健康への影響
が懸念されています。VOC排出量の9割を占め
る中小規模の固定発生源へ排出対策装置を普及
させるために、低コスト・高効率の技術が求め
られています。発明した技術は、触媒機能を兼
備した吸着材表面にVOCを濃縮してから低温
酸素プラズマで分解することで、エネルギー効
率とCO2の選択性の向上とともに、窒素酸化物
の完全な抑制を可能としました。

技術の概要
低温酸素プラズマと触媒の複合法では、酸素

濃度が高いほどVOCの分解効率やCO2への選択
率が大幅に向上することを世界に先駆けて見い
だし、吸着と低温酸素プラズマのサイクルシス
テムによるVOCの低温完全酸化技術を開発し
ました。酸化反応の駆動力として低温酸素プラ
ズマを用いるため加熱が不要で、電源のオン・
オフだけで装置の始動・停止ができます。ま

た、触媒表面に銀、銅などのナノ粒子を担持す
ることにより低温酸素プラズマと触媒の相互作
用を高めました。希薄なVOCを触媒表面に吸
着・濃縮してから低温酸素プラズマ処理を行う
ため、エネルギー効率の大幅な向上、CO2への
完全酸化、そして窒素酸化物（NOX）の生成抑制
を実現しました。VOCの濃度や流量が変動す
るような条件にも柔軟に対応できます。

発明者からのメッセージ
低温酸素プラズマによる触媒の低温活性化技

術を利用し、VOCの低温完全酸化を可能とし
ました。特に、これまでのプラズマ技術では解
決できなかったNOX発生問題も解決しました。
コンパクトで運転の自由度が高いなど、中小規
模のVOC発生源への対策装置に求められる条
件を備えています。低温酸素プラズマと触媒を
用いる低温完全酸化技術はVOC分解・無害化
技術だけではなく、有機物の付着により失活し
た触媒の低温再生や総有機炭素の測定技術とし
ても応用できます。

プラズマ−触媒技術の高度利用によるVOCの完全酸化技術

 

 

酸素

浄化ガス

VOC

低温酸素プラズマ（VOCの分解+吸着剤の再生）

吸着

高い分解率（完全酸化が可能）

サイクルシステムの長所

低温酸素プラズマを用いるため次のカッコ内の窒素酸化物
が生成しない→高いエネルギーによる短時間再生も可能
(NO、NO2、N2O5、HNO2、HNO3)

、
装置の始動・停止が早い

白金、パラジウムなどの貴金属が不要

高いCO2選択性
(100 ％も可能)

流量および濃度の瞬間変化に柔軟に対応可能

触媒機能を兼備した吸着材に濃縮

プラズマオフ

CO2、H2O

循環操作

触媒と低温酸素プラズマの写真
a. 銀担持触媒のTEM写真
b. 銀担持触媒（プラズマオフ）
c. 銀担持触媒上に広がるプラズ
マのICCDカメラ写真

a. Ag 担持MS-13Xの TEM写真
b. Ag/MS-13X ( プラズマオフ )
c. Ag/MS-13X上に広がるプラズマの ICCDカメラ写真

AgAg10 nm10 nm

a cb
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Patent Information のページ
では、産総研所有の特許で技術
移転可能な案件をもとに紹介し
ています。産総研の保有する特
許等のなかにご興味のある技術
がありましたら、知的財産部門
技術移転室までご遠慮なくご相
談下さい。

知的財産部門技術移転室
〒 305-8568
つくば市梅園 1-1-1
つくば中央第 2
TEL：029-862-6158
FAX：029-862-6159
E-mail：aist-tlo@m.aist.go.jp

目的と効果
結晶育成や鋳造などの凝固プロセスでは、金

属融液や半導体融液などの高温液状物質からの
熱移動の制御が必要不可欠です。その際、重要
なのが熱伝導度ですが、高温液状物質は高温、
高い腐食性、激しい対流などの状態にあるた
め、このような環境下で高精度の熱伝導度測定
ができるセンサーを開発しました。このセン
サーは耐久性が高いため、高温液状物質の熱伝
導度を継続して測定する品質モニターとしての
利用も期待できます。

技術の概要
この特許は、熱伝導度測定方法の一つである

ホットディスク法用のセンサーの作製方法に関
するものであり、センサーの基本構造は二重ら
せん形状の金属箔とその両面を覆う絶縁体から
成ります（図 1）。金属箔としては測定環境温
度より 1.5 倍以上高い融点の金属箔を用いてい
ます。絶縁体としてはピンホールのない緻密な
薄いセラミックス板（センサー直径の 1/100 以

下の厚み）を用いることにより熱伝導度測定時
の感度を損なわないようにしてあり、金属箔と
セラミックス薄板の間にある隙間には無機微粉
末を充填

てん

して高温液状物質の侵入を防いでいま
す。さらにそれら全体を開口部がある厚いセラ
ミックス板で挟むことで耐久性を向上させてい
ます。

発明者からのメッセージ
当初は過酷な環境下にある高温液状物質の熱

伝導度を正確に測定することが目的でしたが、
使いやすさを追求して改良を重ねた結果、セン
サー自体の耐久性も向上しました。これまで高
温液状物質の性状を管理する情報は、温度測定
や目視などの間接的なものがほとんどでした
が、このセンサーを用いることで、高温液状物
質の熱伝導度を直接、継続的に測定することが
できます。高温液状物質の熱伝導度は粘性や不
純物の混入などで変化するため、品質モニター
としての利用も期待できます。

高温液状物質の熱伝導度測定用センサー
金属融液の品質モニターへの応用も期待

特許 第4273265号
（出願2005.3）

研究ユニット：

先進製造プロセス研究部門

適用分野：
●結晶育成分野
●鋳造分野
●精錬分野

図1　高温液状物質用熱伝導度測定センサーの模式図
と試作品
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図2　ホットディスク法による各種融液の熱伝導度測定結果
測定値は代表的な文献値とよく一致している。
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の高いデータが得られませんでした。そこで、
小型船に搭載でき、質の高いデータが得られる
小型マルチチャンネル音波探査装置を開発し、
水深の浅い沿岸海域でも質の高い音波探査デー
タが得られるようになりました。2007年の能登
半島地震や中越沖地震を発生させた活断層も、
この音波探査装置によって明

めいりょう

瞭にとらえられま
した。

海陸シームレス地質情報集
新しい音波探査装置の開発によって、地質情

報の空白域である沿岸海域を調査できる条件が
整いました。まず、能登半島北部の沿岸海域で
音波探査を実施し、陸域の地質情報も用いて、
陸域から海域まで連続した空白域のないシーム
レス地質図を作成でき、今まで知られていな
かった連続的な活断層が海岸線に沿った浅海域
に分布することが明らかになりました。それ以
外にも、重力探査、反射探査データの再処理な
どを実施し、それらの情報を収集した能登半島
北岸域のシームレス地質情報集を出版しまし
た。このような海陸シームレスな地質情報は、
地震災害だけでなく、地下水の利用と汚染、海
岸浸食などへの対策のための基本情報として、
今後必要とされる機会が増えていくと考えられ
ます。

海陸シームレス地質情報集「能登半島北部沿岸域」
沿岸域における地質情報空白域を解消

沿岸域の地質情報空白域
日本列島のように山地の多い国土では、海に

面した平野部に人口が集中し、都市が発展して
きました。一方で、平野部は軟弱な地層からな
ることが多いため、地震が発生すると地震動が
増幅され、被害が大きくなります。地震災害を
少しでも小さくするためには、平野部とその周
辺で活断層の位置や地盤構造を明らかにし、将
来発生する地震と地震動を予測することが必要
です。しかし、今まで十分に調べられていたと
は言えません。特に海岸から水深数十ｍまでの
海域は、地質情報の空白域と言える状況でした。
例えば2007年の能登半島地震と中越沖地震は沿
岸海域の地質情報空白域で発生しましたが、こ
れらの地震の原因となった海底の活断層の危険
性は十分に認識されていませんでした。

音波探査手法の改良
このような社会的に重要な場所で十分な地質

調査が行われていなかったのは、調査が困難
だったからです。海底の地質は音波探査によっ
て調べますが、やや大型の調査船に搭載する強
力な探査システムでは、漁業活動が活発で漁具
が多い沿岸海域では危険が多く、探査が困難で
した。小型船に搭載できる小型の調査機器での
沿岸海域調査はできますが、既存の機器では質

岡村 行信 
おかむら ゆきのぶ

活断層・地震研究センター　
研究センター長

（つくばセンター）

約 25 年間にわたって日本周
辺海域の地質調査を行い、日
本列島がどのような地殻変動
を経て形成されてきたかを明
らかにしてきました。その研
究過程の中で、地震と地質構
造の関係を解明することが地
震災害の軽減に重要であると
考え、地質学と地球物理学を
連携させた活断層と地震研究
を進めています。

能登半島北部の海陸シームレス地質図
これまでの地質図では、海岸線に沿って情報の空白域があったが、この図では能登
半島北岸で海陸の連続的な地質分布が表現されている。

関連情報：
●参考情報

能登半島の海陸シームレス地質
情報集は以下の方々の協力に
よって出版されました。

村上 文敏・井上 卓彦・尾崎 正
紀・池原 研・駒澤 正夫・大熊 
茂雄・加野 直巳・伊藤 忍・横
田 俊之・山口 和雄
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Techno-infrastructure

海陸シームレス地質情報集「能登半島北部沿岸域」

新たな校正サービスについて
校正の対象となる温度計は、標準用ロジウム

鉄抵抗温度計です。この温度計は、標準用白金
抵抗温度計と違い、10 K以下でも感度を失わ
ない一方で、標準用白金抵抗温度計と同様に極
めて特性が安定していることが世界的に認知さ
れた温度計です。一般に極低温領域における温
度計の校正では、取り扱いに熟練を要する液体
ヘリウムを寒剤として注ぎ足しながら、校正装
置を1 ヶ月間以上連続運転させる労力を伴いま
す。しかし、私たちは、パルス管冷凍機**とヘ
リウムの循環式断熱膨張（ジュール・トムソン
膨張）冷却装置を組み合わせた極低温冷却装置
を開発し、1.2 K以上の温度での校正であれば、
液体ヘリウム寒剤を必要としない、世界的にも
ユニークかつ効率的な温度計校正装置を開発し
ました[3, 4]。

今後の展開
　校正対象として標準用ロジウム鉄抵抗温度
計に加えて、国内でより一般的な標準用白金コ
バルト抵抗温度計を追加する準備を行っていま
す。また、液体ヘリウム寒剤を使用せずに0.65 
Kまでの校正が行えるよう、温度計校正装置の
能力向上を目指しています。さらに、0.9 mK
までの温度目盛が定義されている暫定低温目盛

（Provisional Low Temperature Scale from 0.9 
mK to 1 K，PLTS−2000）に基づいた温度計校
正サービスのための研究開発も行っています[5]。

極低温領域の温度計校正サービス
校正範囲を0.65 Kの低温域まで拡張

正確な温度測定のために
温度測定は、生産や研究開発の現場におい

て、極めて一般的な作業です。そして、通商取
引や研究開発が世界規模で活発に行われる今日
では、製品の公正な取引や試験結果の正当な評
価を行う上で、正確な温度測定はとても重要で
す。正確な温度測定には、使用する温度計が国
際的に合意されたルールに基づき正しく校正さ
れていることが不可欠ですが、そのための仕組
みが現在の温度の標準である1990年国際温度目
盛（International Temperature Scale of 1990， 
ITS−90）*　[1]に基づいた温度計校正サービスで
す。私たちは、これまで室温近傍のガリウム点

（302.9146 K）から平衡水素の三重点（13.8033 K）
までの温度範囲で、標準用白金抵抗温度計に対
する高精度の校正サービスを行ってきましたが 
[2]、新たにネオンの三重点（24.5561 K）から0.65 
K（ITS−90の定義下限温度）までの極低温領域
における標準用ロジウム鉄抵抗温度計に対する
校正サービスを開始しました。この温度領域は、
液体水素（沸点：約20 K）や液体ヘリウム（沸点：
約4.2 K）を利用する機器の動作温度範囲でもあ
り、近年この温度領域での正確な温度測定の重
要性が増しています。関連情報：

●参考文献

[1] H. Preston-Thomas：
Metrologia, 27, 3 and 107 
(1990).
[2] 中野　享：産総研 TODAY,  
6 (6), 38 (2006).
[3] 島崎　毅：産総研 TODAY, 
6 (12), 26 (2006).
[4]T. Shimazaki et al.：Int. 
J. Thermophys. , 29, 42 
(2008).
[5] 中川 久司：産総研計量標準
報告 , 4(2), 93 (2005).

●用語説明

＊メートル条約に基づく国際的
な取り決めによって熱力学温度
を近似する温度目盛。その温度
値は、ヘリウムの蒸気圧と温度
の関係（蒸気圧目盛）、物質の
相転移を利用した定義定点（三
重点、凝固点など）で校正され
た補間計器（白金抵抗温度計と
気体温度計）、放射温度計を基
に定義されている。定義温度範
囲は、0.65 K から放射温度計
を用いてプランクの放射則で測
定が可能な高温域まで。

＊＊周期的なヘリウムガスの膨
張と圧縮に伴う熱の移動を利用
した冷却装置。液体ヘリウムや
液体窒素を使わずに、4 K 前後
まで冷却できるものがある。

1990 年国際温度目盛の低温領域の模式図

島崎 毅　 
しまざき たけし

計測標準研究部門　
温度湿度科　低温標準研究室
主任研究員

（つくばセンター）

超伝導温度センサーの開発や超
流動ヘリウム中での非定常熱伝
達現象の解明、また赤外線宇宙
望遠鏡の冷却に関する基礎研究
などに携わってきました。入
所後は低温領域における温度
目盛の確立や温度計の校正に適
した極低温冷凍機の開発などを
行っています。今後も国際的に
整合性のとれた温度目盛の普及
に貢献し、冷却技術や精密測定
技術をコアにして幅広い分野で
の研究開発に挑戦していきたい
と考えています。
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( 約 17 K と約20 K)
蒸気圧で決まる二つの温度
気体温度計または平衡水素の

液体ヘリウム寒剤を必要としない温度計校正装置
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化を目指しました。外部委員9名からなる規格
化検討委員会を構成してTS原案を作成し、日
本工業標準調査会鉄鋼技術専門委員会の承認を
経て、2010年5月20日、「励起用レーザ走査によ
る超音波伝搬の映像化方法」TS Z0028として
公開されました。

映像化方法の特長
この映像化方法のポイントは、パルスレーザ*

を物体に照射して熱ひずみ超音波を励起させ、
その励起点を走査しながら超音波の伝搬を映像
化する点にあります。レーザによる非接触走査
なので、複雑形状物体にも適用でき、広い範囲
を短時間で映像化できるという実用性に優れた
方法です。また、物体の形状も同時に映像化さ
れるので、傷エコーと検査体の位置関係を画像
に残せるという、これまでの超音波探傷法にな
い特長があります。

なお、この標準仕様書では、傷の評価方法に
ついては規格化されていません。それは、この
映像化方法が普及し、傷の評価についてのデー
タが蓄積されてからの課題にしたいと考えて
います。

超音波伝搬の映像化方法を規格化
超音波の動画映像で傷を検出

研究の背景および規格化の経緯
原子力発電所や石油プラントなどで使われる

配管などの物体に超音波を入射し、傷からの反
射波（エコー）を検出して物体内部の傷を見つけ
る方法は、簡便な欠陥検査の方法として広く普
及しています。しかし、実際の構造部材では端
面や接合界面などから多くの疑似エコーが発生
するため、検出された信号波形の中に傷からの
エコーが存在するかどうかを正確に判断するこ
とは容易ではありません。もし超音波が伝わる
状況を動画映像としてその場で観察できれば、
傷エコーを容易に見つけ出せ、傷の見逃しや誤
認が大幅に減少し、配管の破壊などの事故を防
げると考えられます。

産総研では、超音波の伝搬を映像化すること
で、傷エコーを物体表面で放射状に広がる波紋
映像としてとらえられる点に着目し、簡便な探
傷方法として確立するための研究を行ってきま
した。この研究成果を基に、2006年度標準基盤
研究事業において、工業標準化に必要な検証を
実施してきました。一方で、この方法は、まだ
一般的にはなじみがない方法のため、現時点で
はJIS化は時期尚早と判断してTS（標準仕様書）

高坪 純治
たかつぼ じゅんじ

計測フロンティア研究部門
主幹研究員

（つくばセンター）

専門は機械工学、超音波非破
壊検査。これまで、アコース
ティック・エミッション法に
よる破壊の検知・予知技術の
研究や超音波を利用した材料
評価技術、欠陥検出技術の研
究を行ってきました。2004
年以降は、レーザ利用の超音
波伝搬可視化技術の開発とそ
れを利用した非破壊検査技術
の開発に取り組んでいます。

産総研技術移転ベンチャーで製品化したレーザ超音波可視化検査装置と内面傷を有する
アルミ管（直径 100 ㎜）の可視化映像例

超音波伝搬画像

超音波最大振幅画像

受信探触子

内面傷エコー

内面傷エコー

関連情報：
●共同研究者

宮内 秀和、卜部 啓、遠山 暢之、
津田 浩、王 波（産総研）

●用語説明

＊パルスレーザ：細かい時間間
隔で点滅を繰り返すレーザのこ
と。この研究では 10 ナノ秒（1
ナノ秒は 10 億分の 1 秒）程
度の時間幅のパルスレーザを使
用。物体にパルスレーザを照射
すると、とても微弱で瞬間的な
熱膨張によって超音波が励起さ
れる。照射エネルギーは 1 ミ
リジュール程度であり、物体表
面に傷はつかない。
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技術移転マネージャーへの道
2010年4月1日に知的財産部門に新しく技術移転室が発足し

ました。この室は、室長、室長代理、主査そして13名の技術
移転マネージャーで構成されています。

現在、技術移転マネージャーはすべて企業出身者で、その
スキルとして企業経験、技術の目利き、契約に関する知識な
どが求められています。産総研のシーズを効率よく新産業創
出へと導くために日々努力を重ねています。

私は、2001年に電気会社の研究部門から産総研の技術移転
を行う目的で（財）日本産業技術振興協会に入り、9年間技術
移転活動を行ってきました。そして2010年4月より産総研 知
的財産部門で、引き続き技術移転活動を行っています。産総
研のミッションである新産業創出のために、企業での経験を
生かし、少しでも役に立ちたいと考えています。

技術移転マネージャーとしてのパッション
産業・社会ニーズを踏まえて開発された産総研のシーズ技

術を企業に技術移転し、企業と産総研の相互努力で事業化に
成功し、企業の皆様と産総研の研究ユニットの方に喜んでい
ただけたときがやりがいの源泉です。また、多くの分野の研
究者と関連する企業の方とのコミュニケーションが大きな喜
びになっています。

技術移転体制の変更と新たな連携活動
これまでは技術移転業務を外部機関である（財）日本産業技

術振興協会に委託していましたが、新しい技術移転体制の下

では、ライセンス事項は産総研が自ら契約締結を行うように
なりました（図1）。このことで、これまでの組織の壁による
連携の困難さが排除され、研究ユニット、産学官連携推進部
門、知的財産部門との連携が容易になり、産業界への総合的
な貢献ができるようになりました。

新しい産業の創出のための一手段として技術移転活動があ
り、技術移転のための共同研究の推進、プロジェクトの提案、
知的資産のライセンスなど、企業分野ごとや技術分野ごとに
多彩な提案が可能になったといえます。将来にむけて、この
ような強力な人的ネットワークが、新たな産業界への貢献と
して実を結ぶことを期待しています。

技術移転活動の目標と今後の展開
知的財産部門長の方針に基づき、

・最適なタイミングでの技術移転
・リーズナブルな移転条件で、できるだけ多くの企業にライ
　センス
・産学官連携コーディネータ、地域産学官連携センター、研
　究ユニットとの連携強化による新しい技術移転体制の構築
・外部環境情報に基づき、研究ユニットとの連携により強固
　な知的財産網の構築
などが当面の活動目標になっています（図2）。技術移転機
能を外部に委託していた時には実現不可能でしたが、今後は
新しい組織機能を十分活用して、技術移転活動を展開してい
きたいと考えています。

経済活動がグローバル化する中で日本の産業競争力を強化
するためにも、技術で産業貢献し、産業界から感謝される産
総研になれるよう、ありとあらゆる産総研の施策を活用し、
これを実現できるよう努力して参ります。

図 1　技術移転体制の変更（2010 年 4 月 1 日〜） 図 2　当面の技術移転活動
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社会的取り組み
●６

産総研は憲章に「社会の中で、社会のために」と掲げ、持続発展可能な社会の実現に向けた
研究開発をはじめ、社会的な取り組みを行っています。

「 見 学 ツ ア ー」
では、普段は見
る こ と の で き
な い 産 総 研 の
研 究 施 設 を ガ
イ ド つ き で ご
案内しました。

「チャレンジコーナー」では、工作や実験などをま
じえて、楽しみながら科学にふれていただきました。

「サイエンスコーナー」では、産総研のさまざまな
研究成果や、最新の産業技術などを、わかりやすく
展示解説しました。

「サイエンストーク」は、研究
テーマについて高校生と研究
者がディスカッション。好奇
心いっぱいの高校生の皆さん
から、たくさんの質問が飛び
交いました。

当日は猛暑にもかかわらず、お子様から大人まで５，２５０名の
皆さまにお越しいただき、盛況のうちに終了いたしました。

「工作コーナー」では、紫外線にあ
たると色が変わる不思議なビーズ
で「紫外線ビーズストラップ」を
作りました。

特別講演にはたくさんの方々にお集りいただきました。
皆さま講師の話に、熱心に耳を傾けていらっしゃいました。
会場からの質問も活発で、より理解を深めていただけました。

横
井 

一
仁
氏

千
葉 

達
郎
氏

飯
島 

澄
男
氏

皆さまにお越しいただき、盛況のうちに終了いたしました。

関西
センター

「きて！ 未来の技術がいっぱい」を統一テーマに、今年も全国各地の産総研で「一般公開」を開催しています。今回は、
つくばセンター（7月24日）、関西センター（7月29日）での体験コーナー、展示コーナーなどの報告をいたします。

産総 研

つくば
センター

移動地質標本館は砂の顕微鏡観察や工作を楽しんでいただきました。チョロメテ
の素早い動きに驚き、ジャイロ効果の不思議を体験してもらいました。

大 き な 地 震 が
やってくる」で
は、講演および
液状化現象を体
験。パソコンで
プログラミング
を行い組み立て
ブロックを命令
通りに。

当日は雨模様にもかかわらず、２９１名の皆さまにお越しいただきました。

タクシーメーターなど暮らしの中の計量器、水素から電気を作る仕組み、目の
錯覚を利用した視覚の不思議、グリーンプラスチックでオリジナルプレート作
り、人気のパロ、メダカの産卵からふ化までの観察など科学の面白さを体験し
てもらいました。
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AIST Network

お台場バイオインフォマティクスの祭典、BiWO2010、CBRC2010 を開催

　2010年7月28日〜30日、生命情報工
学研究センター（CBRC）は、研究成
果報告ワークショップ「CBRC2010」
を、東京・お台場の産総研臨海副都心
センターで行いました。これは、ほか
のバイオインフォマティクス関連研究
会とともに開催するお台場バイオイン
フォマティクスの祭典「BiWO2010」
の一部としてのワークショップで、
今年は「生命情報工学研究センター
ワークショップ CBRC2 0 1 0」、
「日本質量分析学会関東談話会　
MassBankおよびアノテーション講
習会」、「第311回 CBI学会研究講演
会」、「第22回 情報処理学会バイオ
情報学研究会」、「日本バイオイン
フォマティクス学会第12回創薬イン
フォマティクス研究会」という五つの
研究会を開催しました。
　CBRC2010では、「タンパク質&
構造」「情報科学＆配列」「細胞シ
ステム」「DB＆統合＆その他」の四
つのセッションを設定し、まず、　
木寺 詔紀教授（横浜市立大学）、
Nir Friedman教授（ヘブライ大学）、
上田 泰己博士（理化学研究所）、
David Landsman博士（米国NCBI）

による招待講演の後、CBRCの研究者に
よる口頭発表を行い、好評を得ました。
　また、最新の技術に関連した「次世
代シーケンシング解析と応用」の特別
セッションも注目を集めました。さら
に、初めてCBRCの外部から募集した
ポスター発表も88件と昨年の約2倍の
発表者が参集し、会場では盛んなディ

スカッションが繰り広げられました。
　今年から発表はすべて英語で行わ
れ、3日間で外部から295名という、多
くの参加者を記録し、BiWO2010は大
成功のうちに終了しました。

BiWO2010ホームページ：
http://www.cbrc.jp/biwo2010/

（左上から時計回りに）招待講演、ディスカッション、ポスターセッション、レセプション

招待講演の先生方：（左から）木寺教授、Friedman 教授、上田博士、Landsman 博士

新役員紹介

河
か わ づ

津　司
つかさ

（理事）
就任年月日：2010 年 7 月 31 日

略歴
1982 年 3 月　東京大学法学部卒業
1982 年 4 月　通商産業省入省
1992 年 6 月　通商産業省貿易局総務課長補佐（振興事業班長）
1995 年 6 月　通商産業省通商政策局総務課通商情報広報官
1996 年 5 月　外務省在イタリア日本国大使館一等書記官（1999 年 1 月〜参事官）
1999 年 7 月　通商産業省資源エネルギー庁石油部精製備蓄課備蓄室長
2000 年 6 月　日本貿易振興会企画部企画課長
2003 年 7 月　経済産業省商務情報政策局流通産業課長
2005 年 4 月　経済産業省商務情報政策局流通政策課長
2005 年 9 月　独立行政法人経済産業研究所総務グループ総務ディレクター
2010 年 7 月   独立行政法人産業技術総合研究所理事に就任
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東北大学－産総研 連携公開講演会を開催

　産総研と東北大学は、研究情報の共
有や共同研究などを通じて学界・産業
界に貢献するため、連携・協力協定を
締結しています。そこで、この協定下
の活動や東北大学と産総研が得意とす
る研究内容を紹介するために、2010年
7月28日、秋葉原の富士ソフトアキバ
プラザにおいて、「東北大学－産総研 
連携公開講演会 －知の融合による新
技術を産業へ－」を、東北大学と共催
しました。
　東北大学 井上 明久総長および産総
研 野間口 有理事長が各機関の最新の
活動を紹介した後、基調講演としてソ
ニー株式会社先端マテリアル研究所所
長 熊谷 修氏に、東北大学・産総研と
の連携事例の紹介や今後の産学官連携
戦略などについてご講演いただきまし
た。
　特別講演では、東北大学より下村 

政嗣氏が、生物がもつ微細構造を模
倣し、機能性材料を開発する“バイ
オミメティクス”について、また、
江刺 正喜氏が装置の微細化に必須の
技術である“MEMS（Micro Electro 
Mechanical Systems）”分野につい
て、研究動向や産学官連携事例を紹介
しました。産総研からは花岡 隆昌氏
が産総研の環境・エネルギー分野の活
動について、田和 圭子氏がライフサ
イエンス分野におけるバイオセンサー
に関する東北大学・産総研の知的財産
を活用した共同研究事例について講演
しました。
　講演会と併催のパネル展示では、
MEMS分野、環境・エネルギー分野
など6分野、約50件の研究情報を展示
し、多くの来場者が発表者の説明に耳
を傾けていました。
　この講演会をきっかけに、連携・協

力協定下の活動がさらに促進し、産業
に貢献できる、より多くの融合技術が
生まれるものと期待しています。

ソニー（株）先端マテリアル研究所所長
熊谷 修氏の講演

パネル展示会場

講演するマーネー博士

質問に答えるプロフェン博士

2010 年 6 月 27 日から 6 日間、環境
にやさしいエネルギー資源の研究開
発と普及拡大に向け、いっそうの研さ
んと最先端技術の集積を図ることを
目的として「再生可能エネルギー国
際会議 2010」がパシフィコ横浜国際
会議場で開催されました。再生可能
エネルギー分野の内外の専門家 1,200
名以上が一堂に会する国内最大規模
の催しとなりました。その中で 7 月 1
日、産総研主催の特別セッション「エ
ネルギー技術研究における国際研究
協力の役割」を開催し、約 120 名の
参加がありました。

今回は、エネルギー分野における
技術革新が一国のみの努力では困難
になりつつある状況を踏まえ、産総
研におけるエネルギー分野での国際
研究協力の現状と今後の展望につい
て、3 名の招へい講師による講演を中

心に企画しました。米国ロスアラモ
ス国立研究所トーマス・プロフェン
博士には水素貯蔵材料について、米
国ローレンス・バークレー国立研究
所クリス・マーネー博士にはスマート
グリッドについて、フランス グルノー
ブル理工科学校・国立科学研究セン
ター ジョセフ・フーリエ大学ミッシェ
ル・ポンス教授にはパワーデバイス
について、各分野での先端的な研究
動向とともに国際研究協力のあり方
も含め講演していただきました。そ
れに対しフロアからも多数の質問が
あり、国際研究協力を考える活発な
セッションとすることができました。  

なお、講演資料冊子に残部がござ
います。詳しくは、以下の産総研ウ
エブサイトをご覧下さい。
http : //un i t . a i s t . go . jp/energy/
event/20100701/

再生可能エネルギー国際会議 2010 にて AIST セッションを開催

講演を終えたポンス教授



講演するマーネー博士

質問に答えるプロフェン博士

講演を終えたポンス教授
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表紙写真
上：能登半島北部の海陸シームレス地質図（p. 20）
下：液体ヘリウム寒剤を必要としない温度計校正装置（p. 21）

測定機器の調整作業

レーザは、計測評価や通信、加工などの幅広い分野で利用され、今日の産業界に
不可欠なツールですが、これらの分野では、製品の性能や品質の適正な評価のため
にレーザ光の強度の正確な測定が求められています。レーザ標準研究室では、この
要望に応えるため、産業界で多用される近紫外～赤外波長域でのレーザ光強度（パ
ワー・エネルギ）の絶対値を精密に評価する技術を開発し、国家標準として確立す
るとともに、これを用いてレーザパワーメータをはじめとする測定器の校正サービ
スを行っています。また、海外の国家計量標準機関と校正値を比較することで開発
した標準の国際的な同等性の確保に努め、測定器のトレーサビリティの構築に協力
することで、わが国におけるレーザ関連産業の発展を支援しています。

ものづくりを支える高出力レーザパワー標準
計測標準研究部門　光放射計測科　レーザ標準研究室　沼

ぬ ま た

田 孝
たかゆき

之（つくばセンター）

沼田さんからひとこと
赤外波長域における出力100 Wのレーザパワー標準の開発を進めています。産業界では

主に材料加工に用いられるこれらの高出力レーザは、測定光学系に与える負荷も大きく、パ
ワーの絶対値を正確に測るには、レーザ照射によって生じる光学素子や測定器の特性変化を
考慮する必要があります。現在、測定器の応答度の入射レーザパワーに対する非直線性を評
価しています。最近は、校正サービスに加えて、標準の研究開発の過程で蓄積したノウハウ
を技術研修制度や講演会を通じて産業界に提供することで、計測技術の普及にも積極的に取
り組んでいます。

イベントの詳細と最新情報は、産総研のウェブサイト（イベント・講演会情報）に掲載しています
　http://www.aist.go.jp/

2010年9月　 　2010年10月

イベントの詳細と最新情報は、産総研のウェブサイト（イベント・講演会情報）に掲載しています

EVENT Calendar
期間 件名

8月10日現在

東京イノベーション・ジャパン2010  03-5298-4715

   9  September 　  

 10  October 　  

4日～7日　

19日～21日　

  14日～15日　

29日　

 29日～10月1日　

  つくば

横浜

広島

つくば

日本磁気学会学術講演会

G空間EXPO

産総研一般公開（中国センター）

産総研オープンラボ

 03-5281-0106

 029-862-6600

 082-420-8254

  029-862-6081

●

●

●

18日　 仙台産学官連携フェア2010みやぎ  022-225-6636

●

● は、産総研内の事務局です。
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